
市中心部のクラウドファンディング活用支援事業実施要綱 

 

平成３０年６月１日 

要 綱 第 ６ ３ 号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，三原市が，ガバメントクラウドファンディングを活用して地

域の賑わいづくり事業を行う者を支援し，その事業を通して魅力ある市中心部と

して注目され，活動人材・団体の地域の賑わいづくり事業を発展・継続させるた

め，支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし，その交付に

関しては，三原市補助金等交付規則（平成１７年三原市規則第５６号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか，この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めると

ころによる。 

(1) エリア 市中心部の地域であって，別表で示すものをいう。 

(2) 活動人材・団体 エリア内で，空き家，空き店舗，景観，特産品等の地域資

源を活用し，地域の賑わいづくり事業を行う個人及び団体をいう。 

(3) ガバメントクラウドファンディング 三原市が活動人材・団体が実施する事

業を具体的に示し，その事業に共感した者からウェブサイト等を通じて，寄附

を募るものをいう。 

(4) クラウドファンディング運営事業者 ふるさと納税サイトの運営事業者であ

って，市長から委託を受けたものをいう。 

(5) クラウドファンディング支援事業者 活動人材・団体が地域の賑わいづくり

事業の内容をふるさと納税サイトに掲載するために，必要な支援を行う事業者

であって，市長から委託を受けたものをいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助対象事業は，次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する事業とする。 

(1) エリア内の賑わいづくりにつながるものであること。 



(2) エリア内の魅力を高めるものであること。 

(3) 寄附金が目標金額に達しない場合でも実施するものであること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は，活動人材・団体の事業の実施に要する経費とする。ただ

し，当該経費で国，県その他の機関等から補助金，負担金その他これらに類する

もの（以下「補助金等」という。）の交付を受けた場合においては，当該経費から

補助金等の金額に相当する額を控除した額を補助対象経費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次に掲げる経費は補助対象経費としない。 

(1) 飲食費 

(2) 前号に掲げるもののほか，市長が適切でないと認める経費 

（申請手続等） 

第５条 補助金の交付を受けようとする活動人材・団体は，次の各号に掲げる書類

により，市長に申請しなければならない。 

(1) 市中心部のクラウドファンディング活用支援事業申請書（様式第１号） 

(2) 事業計画書（様式第２号） 

(3) 収支予算書（様式第３号） 

(4) その他市長が必要と認めるもの 

２ 市長は，前項の規定による申請があった場合は，その申請の内容を審査の上，

適当と認めるときは，市中心部のクラウドファンディング活用支援事業決定通知

書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

３ 前項の場合において，市長が必要と認めるときは，金融機関等の専門機関の意

見を聴取できるものとする。 

（ガバメントクラウドファンディングの実施） 

第６条 市長は，クラウドファンディング運営事業者及びクラウドファンディング

支援事業者に対し，前条第２項の規定により決定を受けた活動人材・団体（以下

「補助対象者」という。）の事業内容及び目標金額に関する情報を提供する。 

２ 補助対象者は，ふるさと納税サイトに掲載する事業内容について，クラウドフ

ァンディング支援事業者と協議し，その協議内容を市長へ提出する。 



３ 市長は，前項の規定により提出された協議内容を審査して適当と認めるときは，

当該協議内容をクラウドファンディング運営事業者へ提供し，当該事業者が運営

するウェブサイト（以下「ウェブサイト」という。）に掲載することで，ガバメン

トクラウドファンディングを実施する。 

４ 寄附の申込みをしようとする者（以下「寄附者」という。）は，ウェブサイト又

は三原市ガバメントクラウドファンディング寄附申込書（様式第５号）により手

続を行うものとする。 

５ 寄附者からの寄附金の納付は，次のいずれかの方法によるものとする。 

(1) ウェブサイトでのクレジット決済による納付 

(2) 振込取扱票等による納付 

６ クレジット決済による寄附金を取り扱う事業者は，地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２３１条の２第６項に定める指定代理納付者（以下「指定代理納

付者」という。）として寄附金を三原市に納付する。 

７ 市長は，寄附者から寄附を受けるときは，第８条第１項に規定する個人情報の

提供及び第１３条第２項に規定する寄附金等の取扱いについて，あらかじめ寄附

者から同意を得るものとする。 

（寄附金受領証明書） 

第７条 市長は，クレジット決済による寄附を受け，指定代理納付者から当該寄附

金が納付されたときは，当該寄附者へ寄附金受領証明書（様式第６号）を交付す

るものとする。三原市の指定口座への振込みによる納付のときも，同様とする。 

（寄附者の個人情報の提供） 

第８条 市長は，寄附者から寄附金を受領したときは，寄附者の住所，氏名及び連

絡先を補助対象者及びクラウドファンディング運営事業者に対して提供する。 

２ 補助対象者は，市長から提供された当該個人情報について，寄附に対する礼状

の送付，返礼品の進呈，事業及び補助金返還の報告以外の目的での利用並びに第

三者への提供を行ってはならない。 

（寄附金の使途） 

第９条 寄附金は，第１３条第２項の規定に該当する場合を除き，補助金の財源に



充てるものとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 補助金は，ガバメントクラウドファンディングにより市長が受領した補

助対象者の各事業に対する寄附金の額を上限とする。 

（補助金の取消し） 

第１１条 市長は，規則第２０条第１項に規定するもののほか，補助対象事業を休

止し，又は廃止したときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

（報告義務） 

第１２条 規則第２１条の規定により補助金の返還を求められた補助対象者は，寄

附者に対して報告を行わなければならない。 

（寄附金等の取扱い） 

第１３条 第６条第４項の規定により納付された寄附金は，地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）第３７条の２第１項第１号及び第３１４条の２第１項第１号の

規定に基づく寄附金税額控除の対象とする。 

２ 第１１条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合であっても，納付さ

れた寄附金又は返還された補助金は，三原市みはらふるさと夢基金条例（平成 

２０年三原市条例第３８号）に規定する寄附金として歳入する。 

（雑則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか，市中心部のクラウドファンディング活用

支援事業の実施に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は，公布の日から施行する。 

   附 則（令和３年３月１９日三原市要綱第３０号） 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 


